
最良執行方針 

 

この最良執行方針は、資金決済に関する法律第 63 条の 10 及び金融商品取引法第 40 条の 2 第

1 項の規定にしたがい、お客様にとって最良の取引の条件で執行するための方針及び方法を定

めたものです。 

当社では、お客様から当社の暗号資産取引所での取引及び販売所での取引（現物取引及びレバ

レッジ取引）を受託した際に、以下の方針に従い執行することに努めます。 

 

1.対象となる暗号資産の種類及び取引サービス 

最良執行方針の対象となる暗号資産の種類及び取引サービスは以下のとおりです。 

対象となる取引ペア お取引いただけるサービス 

BTC/JPY 販売所、取引所（現物取引）、レバレッジ取引 

HT/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

BCH/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

ETH/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

LTC/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

XRP/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

XLM/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

XEM/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

MONA/JPY 取引所（現物取引） 

BAT/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

ONT/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

QTUM/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

TRX/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

XYM/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

LSK/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

ADA/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

DOT/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

ENJ/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

IOST/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

BSV/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

JMY/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

OMG/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

COT/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

ETC/JPY 販売所 



XTZ/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

DEP/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

PLT/JPY 取引所（現物取引） 

FLR/JPY 販売所 

ASTR/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

BOBA/JPY 販売所 

ATOM/JPY 販売所 

EOS/JPY 販売所、取引所（現物取引） 

DOGE/JPY 販売所 

SHIB/JPY 販売所 

MATIC/JPY 販売所 

AXS/JPY 販売所 

DAI/JPY 販売所 

MKR/JPY 販売所 

SAND/JPY 販売所 

BCH/BTC 販売所、取引所（現物取引） 

ETH/BTC 販売所、取引所（現物取引） 

LTC/BTC 販売所、取引所（現物取引） 

XRP/BTC 販売所、取引所（現物取引） 

BSV /BTC 販売所、取引所（現物取引） 

 

2．最良の取引の条件で執行するための方法 

 

(1) 取引所における最良執行の方法 

取引所においては、時間優先・価格優先の原則および当社が定める受付処理基準に基づき価格

が決定され注文が執行されます。当社が取引所のユーザーとして売買に参加していることがあ

りますが、これらは流動性の提供（十分な数量の売り注文と買い注文の確保）及び他の取引所

との価格の乖離を防ぐためのものであり、顧客が取引できる価格として不利となるものではあ

りません。 

(2) 販売所（現物取引及びレバレッジ取引）における最良執行の方法 

販売所における現物取引及びレバレッジ取引においては、当社取引所の価格が「最良」気配値

と考え、当該取引所の価格に基づき価格を決定し注文を執行いたします。但し、取引所の停止

等により取引所の価格が取得できない場合は、流動性供給者（LP）からの配信価格に基づく価

格により注文を執行いたします。 

なお、当該取引所の価格が、実勢価格から大幅に乖離することを防止するため参考価格との乖

離状況につきモニタリングを行っております。 



 

3．上記 2 の方法を選択する理由 

当社は、お客様の需要や流動性、執行の確実性等を踏まえ、上記複数の取引方法を提供する

ことがお客様にとって合理的であると判断し、上記の取引方法を提供します。 

 

4．その他 

システム障害等により、やむを得ず、最良執行方針等に基づいて選択する方法とは異なる方法

により執行する場合がございます。その場合でも、その時点での最良の条件で執行するよう努

めます。 

最良執行義務は、価格のみならず、例えば、コスト、スピード、執行の確実性等さまざまな要

素を総合的に勘案して執行する義務となります。したがって、価格のみに着目して最良でなか

ったとしても、それのみをもって最良執行義務の違反することにはならないものとされており

ます。 
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